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１． １５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切捨て）             
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

８２，７７９     3.1 
８０，２９９  △ 12.1 

３，２５８    352.3 
７２０  △ 85.2 

３ 

１，８０８    － 
△３２７    － 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

５６４ △ 24.3 
７４５ △ 56.4 

３．９２  
５．１８ 

― 
― 

３．１ 
３．９ 

 １．５ 
△０．３ 

２．２ 
△０．４ 

  
(注) ①持分法投資損益       １５年３月期 △91 百万円      １４年３月期 △156 百万円 
     ②期中平均株式数(連結)  １５年３月期 143,991,065 株     １４年３月期 143,998,495 株        
     ③会計処理の方法の変更    無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

１１２，４１３ 
１２３，１３１ 

 

１７，９３９ 
１８，９６２ 

 

１６．０ 
１５．４ 

 

１２４．６０ 
１３１．６９ 

 
(注) 期末発行済株式数(連結)   １５年３月期 143,983,521 株    １４年３月期  143,997,555 株         
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

５，５０５ 
３，６７４ 

△１，９３３ 
２，７５０ 

△５，７２７ 
△５，７３４ 

８，１８２ 
１０，４５３ 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １３社   持分法適用非連結子会社数 ０社   持分法適用関連会社数 ３社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  ０社  (除外) ３社     持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 
２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

４５，０００ 
９５，０００ 

 

１，３００ 
４，０００ 

 

６００ 
１，８００ 

 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） １２円５０銭 
 

上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。 

 なお、上記予想に関する事項は、添付資料 4 ページをご参照下さい。 



企   業   集   団   の   状   況

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

MSM  CANADA  INC.    ※１

ば ね 事 業

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 商品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原

材

料

北海製鉄(株)  ※２  

機器装置事業 製   品

三菱長崎機工(株)  ※１

製   品

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

そ の 他 の 事 業

菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

菱鋼商事(株） 　　  ※１

当

社
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１．経営の基本方針及び重点施策

[ ]

[ ]

まいります。

[ ]

[ ]

３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策状況等

機 器 装 置 事 業

これら重点施策のもと、子会社と一体となったグループ経営の観点から「選択と集

中」を徹底して、経営基盤の強化に邁進するとともに、より一層の情報開示に努める所

経　　営　　方　　針

21 世 紀 を 迎 え 、 企 業 を 取 り 巻 く 環 境 は 一 層 厳 し い も の と な り つ つ あ り ま す 。

当グループは、 「企業競争力の強化」 と 「透明性の高い健全経営」を経営の重点課

題と認識し、 「黒字体質の定着」に向け構造改革の遂行に努め各事業ごとに収益の

る海外子会社において取り組んでいる組立品事業の拡大を図ってまいります。

特 殊 鋼 鋼 材 事 業

質の定着を図ってまいります。

は、今後市場の伸長が予想される環境機器・磁選機を強化してまいります。

取締役会については、意思決定の迅速化に努めるとともに、取締役のうち２名を社

外取締役として経営監督機能の強化を図っております。当社は、取締役会をグループ

ば ね 事 業

改 善 に 取 り 組 ん で お り ま す 。 各 事 業 ご と の 重 点 施 策 は 以 下 の と お り で す 。

自動車用巻ばね等の新製品 （ Ｖ型ばね ）やスタビラ イザ 、建機太巻ばねの拡販

製販一体となった営業活動により生産能力に見合った受注量の確保に努め、黒字体

及 び 板 ば ね の 収 益 改 善 を 引 き 続 き 進 め る と と も に 、 海 外 拠 点 と の 連 携 を 強 化

し顧客のグローバル化への対応を図ってまい り ます 。また 、 ヒン ジを 中心 とし た精

密 ば ね の 複 合 品 の 規 模 拡 大 等 を 目 指 す と と も に 、 フ ィ リ ピ ン ・ タ イ ・ 中 国 に あ

品工場の海外移転等による競争力向上を活かして事業の拡大を図ってまいります。

に 機 能 さ せ る こ と に 重 点 を お い て お り ま す 。

当社はコーポレート ・ガバナンスの充実に向け、取締役会・監査役制度をより有効

素 形 材 事 業

鋳鋼品の生産拠点の集約効果を子会社と一体となって発揮するとともに、精密鋳造

利益配当につきましては、会社経営の 重要事項の一つと認識し、収益改善及び経

２．利益配分に関する基本方針

営基盤の強化を図り、長期的に安定した利益還元に努める所存であります。

また、薄肉高級鋳鋼品、高級微粉末等付加価値の高い新製品の開発・商品化に努めて

鉄構品については、主力製品である電力機器以外の拡販を行い、機械品について

存 で あ り ま す 。
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約・精密鋳造品工場の海外移転等による競争力の強化を図る一方、新製品の開発、製

品の高付加価値化等を推進し、企業体質の強化に努めてまいりました。また、フィリ

ピン・タイにある子会社の生産能力の増強を図るとともに、中国に精密ばね関連の新

会社を設立するなど海外子会社の生産体制を強化いたしました。

め、生産台数は前年と比較して若干の増加となりました。また、建設機械業界では、

このような情勢下におきまして、当グループといたしましては、数年来取り組んで

いる構造改革を更に推進いたしました。生産面におきましては鋳鋼品の生産拠点の集

国内需要は公共工事、住宅投資、設備投資の減少により、引き続き低迷しましたが、

に は 至 ら ぬ ま ま 推 移 い た し ま し た 。

内販売はほぼ前年並みであったものの、アジア・米国向けを中心に輸出が増加したた

全体の戦略意思決定の場と位置づけ、子会社を含めたグループ全体の経営方針の審議

を行っております。これに加え、取締役・事業部長等で「経営会議」を組織し、取締

役会で決議した基本方針に基づき、重要な業務の執行についての対応を図っておりま

す。重要案件については顧問弁護士のサポートを受けながら法律面及び倫理面のチェ

監査役については、監査役会で決められた監査方針・分担に基づきそれぞれ監査を

行い、子会社を含めたグループ監査の強化に注力しております。社外監査役は現在２

今後経営内容の透明性を高めるため一層の情報開示に努めるとともに、ホームペー

ジ上で当社の経営状況を積極的にアピールし、株主・投資家の皆様に対するＩＲ活動

当期の売上高につきましては、機器装置事業の一部撤退に伴う減収を特殊鋼鋼材事

業 及 び ば ね 事 業 の 増 収 に よ り 補 い 、 全 体 で 827 億 7 千 9 百 万 円 と 前 期 比 3.1 ％

損益面におきましては、特殊鋼鋼材事業の製造子会社である三菱製鋼室蘭特殊鋼

の 増 収 と な り ま し た 。

銭 を 予 定 し て お り ま す 。

株式会社の業績が販売量の増加及び生産体制の抜本的見直し等により大幅に改善し

また、素形材事業の生産拠点の移転集約関連損失、固定資産処分損、投資有価

証券評価損により９億３百万円の特別損失を計上する一方、旧東京製作所跡地関連

たことにより、18億８百万円の経常利益を計上することができました。

の固定資産処分損引当金の戻入及び投資有価証券売却益により 6億 4千1百万円の

特別利益を計上いたしました。更に法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額並び

に少数株主利益を計上しました結果、当期純利益は 5 億 6 千 4 百万円となりました。

なお、当社の配当につきましては、前期は無配でしたが当期は１株につき 1円 50

ックを適宜行い、法令遵守体制の強化に努めております。

名であります。

を積極的に進めてまいる所存であります。

中国向けを中心に輸出が増加したため、全体の需要は増加となりました。

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

経 営 成 績

当 グ ル ー プ関 連 業 界 に お き ま し て は 、 主 要 需 要 先 で あ る 自 動 車 業 界 で は 、 国

当期におけるわが国経済は、期前半はアジア経済の拡大による輸出の増加や鉱工業

生産の持ち直しにより、景気に緩やかな回復の兆しが見られましたが、期後半にかけ

ては世界経済への先行き懸念や株価低迷の影響から、個人消費が低迷し、本格的回復

－3－
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っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。

セ グ メ ン ト 別 の 状 況 に つ き ま し て は 以 下 の と お り で す 。

売上げが減少いたしました。精密ばねは、ビデオカメラ及び携帯電話用ヒンジをは

じめと した複 合品 の拡 販等 によ り売 上げが大 幅に 増加 いた しま した 。そ の結 果、

ば ね 事 業 全 体 と し て の 売 上 高 は 307 億 2 千 5 百 万 円 と 前 期 比 8.1 ％ の 増 収 と な

ば ね 事 業

自動車用ばねは、拡販活動及びトラック排ガス規制の影響による新車買い換え需要

等に伴い売上げが増加いたしました。建設機械部品は、公共工事減少による建設機

械の稼働率低下に伴い、タイヤプロテクター等の主力製品が低迷いたしましたため

トの影響により売上げが減少いたしました。粉末製品は、自動車業界向けが堅調に

り ま し た 。

特 殊 鋼 鋼 材 事 業

国内販売は自動車・建設機械向けの主要顧客向けの需要が堅調に推移したことに加

え、昨年来の販売体制強化の効果があり、売上げが増加いたしました。また、輸出

142 億 5 千 6 百 万 円 と 前 期 比 8.4 ％ の 減 収 と な り ま し た 。

推移し売上げが増加いたしました 。その結果、素形材事業全体としての売上高は

素 形 材 事 業

一般鋳造品・精密鋳造品は、重電機業界向け及び建築工具向けの需要の低迷により

売上げが減少いたしました。一般鍛造品・精密鍛造品は、主要顧客の需要減少によ

り売上げが減少いたしました。磁気製品は、ＯＡ機器関連顧客の海外生産へのシフ

につきましてもアジア向けを中心に売上げが増加いたしました。その結果、特殊鋼

鋼 材 事 業 全 体 の 売 上 高 は 280 億 2 千 1 百 万 円 と 前 期 比 23.1 ％ の 大 幅 な 増 収 と

機 器 装 置 事 業

な り ま し た 。

平成 13 年12 月をもって機器装置事業の一部について、事業の撤退等を行ったこ

そ の 他 の 事 業

その他の事業として流通及びサービス業がありますが、当期の売上高は 79 億 3 千

と に 伴 い 、 売 上 高 は 72 億 6 千 3 百 万 円 と 前 期 比 33.6 ％ の 減 収 と な り ま し た 。

今後の見通しといたしましては、当グループを取り巻く経営環境は依然厳しく予断

当グループといたしましては、グループ全体で引き続き収益改善に努めてまいりま

を 許 さ な い 状 況 が 続 く も の と 予 想 さ れ ま す 。

5 百 万 円 と 前 期 比 8.1 ％ の 増 収 と な り ま し た 。

す。平成15年度の業績につきましては、連結売上高 950億円、連結経常利益 40億円、

連結当期純利益18 億円の見通しであります。なお、期末配当は引き続き実施する

(注 )上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によ

ことにしておりますが、１株当たりの配当金は未定であります。
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りました。今後とも資産効率を高める施策を推進してまいります。

その結果、キャッシュ・フロー全体として 22億 6千 6百万円の資金の減少となりました。

財 政 状 態

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益は15億 4千

6 百万円、減価償却費 43 億 5 千 8 百万円等によ り 55 億 5 百万円を確保できました。

一方、投資活動によるキャッシュ ・フローは、設備投資等により 19 億 3 千 3 百万円の

また、総資産は引き続き圧縮に努めた結果、前期末より107億1千8百万円減少いたし

減少とな り 、 また財務活動によるキャ ッシュ ・ フ ローは 、財務体質改善のため引き

続 き 有 利 子 負 債 の 圧 縮 を 推 進 し た た め 57 億 2 千 7 百 万 円 の 減 少 と な り ま し た 。

ました。これにより、株主資本比率は16.0 ％となり前期末と比較して 0.6 ％の改善とな

－5－



連 　結 　損 　益 　計 　算 　書

（単位：百万円）

（14.4～15.3） （13.4～14.3）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

法人税、住民税及び事業税

生産拠点の移転集約関連損失

当 期 純 利 益 564

法 人 税 等 調 整 額 571

少 数 株 主 利 益 175

投 資 有 価 証 券 評 価 損

745 △ 181

△

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0

税金等調整前当期純利益 1,546

△

投 資 有 価 証 券 売 却 益 584

特 別 損 失 903

経 常 利 益 1,808

特 別 利 益 641

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 91

支 払 利 息

営 業 利 益 3,258

営 業 外 費 用 1,844

251

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,602

573

271446

△ 2

7781,378 △

363

453

600

171 171

1501,396

135

519

△

66

0 363

135事 業 整 理 損 失 0

575 575

事 業 撤 退 損 失 0 75 75

工 場 移 転 損 失 0

2,424 1,521

固 定 資 産 処 分 損 86 946 860

3,508

510 74

3,639 △ 3,639

0

固 定 資 産 処 分 益 0

4,149

△

△

405 △ 94

327 2,135

311雑 損 失

1,4731,347 126

156 65

△ 479

1,941 97

163

雑 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金 143

730

2,538

395

20

893 △ 498

△

706

△ 648

720

9,954

57

2,480

68,918売 上 原 価 69,624

科 目

前 期

売 上 高 82,779

営 業 費 用 79,521

対前期増減
期 別 当 期

80,299

79,578

固定資産処分損引当金戻入額 5757
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連 　結 　貸　 借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１５．３．３１） （１４．３．３１）

123,131 △ 10,718資 産 合 計 112,413

貸 倒 引 当 金 △ 392 △ 379 △ 13

そ の 他 6,842 7,233 △ 391

繰 延 税 金 資 産 710 904 △ 194

長 期 貸 付 金 464 773 △ 309

投 資 有 価 証 券 11,666 13,647 △ 1,981

22,178 △ 2,887投 資 そ の 他 の 資 産 19,291

△ 100無 形 固 定 資 産 290 390

そ の 他 681 531 150

建 設 仮 勘 定 233 448 △ 215

土 地 6,539 6,675 △ 136

機械装置及び運搬具 22,019 27,514 △ 5,495

建 物 及 び 構 築 物 15,841 16,323 △ 482

有 形 固 定 資 産 45,314 51,492 △ 6,178

74,062 △ 9,166固 定 資 産 64,896

貸 倒 引 当 金 △ 37 △ 61 24

そ の 他 1,831 2,027 △ 196

繰 延 税 金 資 産 589 2,216 △ 1,627

た な 卸 資 産 14,457 12,747 1,710

40

受取手形及び売掛金 22,134 21,348 786

有 価 証 券 49 △9

10,741 △ 2,211

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 47,516 △

現 金 預 金

1,553

8,530

（ 借 方 ）

期 別 当 期 前 期
対前期増減

科 目

49,069
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連 　結 　貸 　借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１５．３．３１） （１４．３．３１）

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計 112,413

△ 1

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 887

資 本 合 計 17,939

0

資 本 剰 余 金 893 893 0

7,200 7,200

2,025 △ 81少 数 株 主 持 分 1,944

そ の 他 50

役員退職慰労金引当金 298

123,131

△ 1,02318,962

△ 10,718

10 △

1,419 △

457 △ 430

1,154

△自 己 株 式

9,90710,469

265

△

利 益 剰 余 金 562

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

（少数株主持分）

△ 9,61592,528 102,143負 債 合 計

419 △

37

369

3,2604,338

1,1041,908

△

261

退 職 給 付 引 当 金

1,078

3,012

繰 延 税 金 負 債

5,629

△ 3,14212,585 15,727

22,654 △

長 期 借 入 金

固 定 負 債 17,025

4,710 42

4,2070 △

そ の 他 4,668

117

4,207固定資産処分損引当金

294

1

未 払 消 費 税 等 177

繰 延 税 金 負 債 △0 1

61431

短 期 借 入 金

645

△

未 払 法 人 税 等

52,303

17,547

△

2,08654,389

3,98779,489

1,47416,073支払手形及び買掛金

75,502流 動 負 債

前 期
対前期増減

（ 貸 方 ）

（ 負 債 の 部 ）

期 別 当 期

科 目
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（単位：百万円）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

0

(14.4～15.3) (13.4～14.3)

893

（利益剰余金の部）

連  結  剰  余  金  計  算  書

当 期 前 期期 別

科 目

745

564 745

564

2172

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 893

0

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

10

2150

連結子会社減少に伴う減少高

役 員 賞 与

配 当 金

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 10,469 9,907

9,907

2

9,379

0

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高
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（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額

受取利息及び受取配当金

支払利息

為替差益

持分法による投資損失

投資有価証券売却益及び評価損

固定資産処分損益

生産拠点の移転集約関連損失及び工場移転損失

事業整理損失及び事業撤退損失

固定資産処分損引当金戻入額

売上債権の増減額

たな卸資産の増減額

仕入債務の増減額

その他

小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

固定資産処分費用の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額

有価証券及び投資有価証券の取得による支出

有価証券及び投資有価証券の売却による収入

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

貸付けによる支出

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

長期未払金の返済による支出

少数株主への株式の発行による収入

配当金の支払額

少数株主への配当金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期末残高

Ⅵ 10,453

10,453 △ 2,271Ⅷ 8,182

Ⅲ 

Ⅶ △ 4

812 △ 3,078

0 △ 4

9,641 812

Ⅴ △ 2,266

△

Ⅳ △ 111 121 △ 232

5,727 △

4△ 173

5,734 7

0

△ 169

△ 212

△ 3

25

212

25 0

△ 370 △ 367

△ 394

1,500

△ 5,339 △ 4,945

△ 525

△ 1,372 △ 2,060

2,025

4,683

688

△

284

△ 1,933 2,750

457 29

△ 168 △ 452

428

△ 5,130

△ 2,303

112 5,242

366△

△ 412

436

2,669

△ 1,294 △ 882

1,323 887

△ 255△ 60 195

1,8313,674

Ⅱ 

5,505

1,095

△ 981

△ 516 △ 1,611

1,620

8

144

△ 2,601

151 143

△ 1,346 △ 1,490

△ 1,036

1,990

8,199 9,235

2,909

△ 3,961

5,299

△ 919

△ 1,775 2,186

1,604 △ 3,695

△ 6,887

△ 57

△ 798 6,089

△ 57

△ 458

△ 109

0

117 575

0 109

2,721

△ 125

65 △ 2,656

△ 114

168

△ 65

△ 11

△ 9 △ 177

91 156

△ 126

△ 143

1,347 1,473

20

△ 368

△ 153

△ 163

4,358 4,726

△ 11 142

150

科 目 (14.4 ～ 15.3)

Ⅰ 

1,546 1,396

連結キャッシュ・フロー計算書

当 期 前 期期 別
対前期増減

(13.4 ～ 14.3)

－10－



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

連結の範囲
連結子会社 13社、 三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱

三菱長崎機工㈱
プレシジョンスプリング㈱
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM CANADA INC.、MSM US INC.
MSM (THAILAND) CO.,LTD.     　　　　　ほか5社

（除外） 冷間鍛造（株）ほか２社
持分法の適用
持分法適用会社 3社、 北海製鉄㈱

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS
HOLDINGS UK LIMITED

CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

連結子会社の事業年度等
連結子会社13社の事業年度は、3月31日で終了する1年間であり、連結決算日と同一である。

会計処理基準
重要な資産の評価基準及び評価方法

主として後入先出法による原価法

その他有価証券
期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法による原価法

重要な減価償却資産の減価償却の方法
主として定額法
定額法

重要な引当金の計上基準

重要なリース取引の処理方法

その他連結財務諸表作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理方法

② 自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準

により、当期末の連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を
適用している。これによる当期の損益に与える影響は軽微である。なお、連結財務諸表規則の改正

の翌期から費用処理している。

… 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

退 職 給 付 引 当 金 … 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

無 形 固 定 資 産 …

(3)
貸 倒 引 当 金

…

(2)
有 形 固 定 資 産 …

(5)

(4)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(1)
た な 卸 資 産 …

していると認められる額を計上している。

有 価 証 券

時価のあるもの …
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの

1.

2.

3.

4.

連結財務諸表規則により作成している。また、前期末についても改正後の表示区分に組替えている。

つ い て は 個 別 に 回 収 可 能 性 を 検 討 し 、 回 収 不 能 見 込
額を計上している。

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理し、未処
理額は 5,533百万円である。
過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生
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③ １株当たり情報

連結子会社の資産及び負債の評価

連結調整勘定の償却

利益処分項目等の取扱い

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（単位：百万円）

（単位：百万円）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 百万円 百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金

現金及び現金同等物

8,530

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準第４号）を適用している。
こ れ に よ る 影 響 はな い 。

10,741

555

86

前期末 (14年３月31日）

287△ 348 △

8,182 10,453

特 別 損 失 の 主 な 内 訳

固 定 資 産 処 分 損 土 地 の 処 分 損 ほか

7.
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分（損失処理）について、当期中に確定した利益処分

5.
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっている。

6.

当期から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「1株

時の損益として処理している。

【連結貸借対照表注記】

1.

当期末 (15年３月31日） 前期末 (14年３月31日）

【連結キャッシュ・フロー計算書注記】

摘 要 当期末 (15年３月31日）

保 証 債 務 等 1,296 1,539

減 価 償 却 累 計 額 41,984 43,980

受 取 手 形 割 引 高
及 び 裏 書 譲 渡 高

223

8.
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却によっている。但し、金額が僅少な場合は、発生

固 定 資 産 処 分 益

【連結損益計算書注記】

摘 要 当 期 (14.4 ～ 15.3 ） 前 期 (13.4 ～ 14.3 ）

固定資産処分損引当
金 の 繰 入 額 ほ か 946

（損失処理）に基づいて作成している。

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

土 地 の 処 分 益 ほか 3,639

特 別 利 益 の 主 な 内 訳
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1.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

減 価 償 却 費

2,500347 113 2,500 0資 本 的 支 出 1,472 475 92

651

資産、減価償却費及び

資 本 的 支 出

資 産 40,975 14,701 41,081 13,894

72070711

又は振替高

79,578

営 業 利 益 2,026 1,494 △ 3,477

セグメント間の内部売上高

消 去 又
連     結

事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

0 2,373

前期 （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
ば     ね 素 形 材 鋼　　材 機器装置 その他の

計

資産、減価償却費及び

106,054

資 本 的 支 出 533 1,710 21 88 19 2,373

14,686 12,158 4,562

資 本 的 支 出

資 産 39,422 35,223

3,268 (9) 3,258453 132

(5,412) 79,521

営 業 利 益 1,392 658 630

又は振替高 92 380 2,158

セグメント間の内部売上高

事      業 事      業 は 全 社

売 上 高 及 び 営 業 損 益

ば     ね 素 形 材 鋼     材

事     業 事     業 事     業

4,726304 80 4,726 01,876 529 1,934

7,811115,3204,667 123,131

営 業 費 用 26,402 14,067 26,239 10,294 7,330 84,335 (4,756)

12

10,946 7,342 80,29985,042 (4,743)28,428 15,562 22,762

172 228 1,776 4,743 (4,743) 090 2,475

80,29910,856 4,866 80,299外部顧客に対する売上高 28,255 15,334 20,985

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

112,413

減 価 償 却 費 1,919 503 1,616 259 59 4,358 0 4,358

6,358

営 業 費 用 29,332 13,597 27,390 6,809 7,803 84,933

82,7797,263 7,935 88,201 (5,422)30,725 14,256 28,021

2,735 5,422 (5,422) 055

82,7797,207 5,200 82,779外部顧客に対する売上高 30,632 13,876 25,862

連     結

セ   グ   メ   ン   ト   情   報

売 上 高

機器装置 その他の 消 去 又
計

事業の種類別セグメント情報

当期 （平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
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(注) 1.

2.

棒鋼（構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼ほか）、鋼材加工品

海上運送、貨物自動車運送、倉庫　ほか

3.

4.

機器装置事業

そ の 他 の 事 業

減 価 償 却 費 及 び 資 本 的 支 出 に は 、 長 期 前 払 費 用 と 同 費 用 に 係 る 償 却 費 が 含 ま れ て い る 。

全 社 資 産 の 内 訳

当 期 及 び 前 期 に お け る 資 産 の う ち 、 ｢ 消 去 又 は 全 社 ｣ の 項 目 に 含 め た 全 社 資 産 の 金 額 は

7,976 百 万 円 及 び 9,896 百 万 円 で あ り 、 そ の 主 な も の は 運 用 資 金 （ 有 価 証 券 ほ か ） 、

長 期 投 資 資 金 （ 投 資 有 価 証 券 ほ か ） 等 で あ る 。

計 装 機 器 、 搬 送 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 、 鉄 構 品 、 産 業 機 械

磁気応用選別・分別装置、各種選別ｼ ｽ ﾃ ﾑ ・ ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ ﾄ 、電磁石・磁場装置

事 業 区 分 の 方 法

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門及び連結子会

前記の事業区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主 要 製 品 名

ば ね 事 業

ﾀｲﾔﾌ ﾟ ﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌ ﾟ ﾚｰ ﾄ用ｺ ﾞ ﾑﾊ ﾟ ｯ ﾄ

素 形 材 事 業

社の事業内容を基礎として決定した。

板ばね、巻ばね、ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、精密ばね、超合金ばね

各種ヒンジ類、精密組立部品、ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、防振装置、各種自動車部品・用品

特殊鋼鋼材事業

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型及び同素材、精密機械加工品、一般鍛造品

冷間・温間精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石（鋳造・圧延）、

磁石応用部品、特殊合金粉末、同微粉末
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2.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

(注) 1.

2.

(1) 北米 アメリカ、カナダ

(2) アジア フィリピン、タイ

3.

（単位：百万円）

(注) 1.

2.

(1) 北米 ……… アメリカ、カナダ

(2) アジア ……… フィリピン、タイ、韓国 ほか

(3) その他 ……… 欧州、オセアニア ほか

3.

当 期 （ 平 成 １ ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

その他 計

連     結
は 全 社

アジア 計
消 去 又

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 76,266 82,779 82,779

セグメント間の内部売上高

1,124 5,388

又 は 振 替 高 595 4 1,270 1,870 (1,870) 0

84,649 (1,870) 82,77976,861 1,129 6,658

79,52181,389 (1,868)5,926

3,258731 3,260 (2)

海 外 売 上 高

112,4135,618 109,902資 産 97,473 6,810 2,511

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

がいずれも90％を超えているため、記載を省略している。

所 在 地 別 セ グ メ ン ト 情 報

日本 北米

1,043

85

営 業 利 益 1,484

営 業 費 用 75,376

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

本邦以外の区分に属する主な国又は地域

海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

………

………

当 期 （ 平 成 １ ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

北　　米 アジア

前期においては、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める「日本」の割合

3.2  12.7  0.1  16.0  

本 邦 以 外 の 区 分 に 属 す る 国

前 期 に お いては 、 海 外 売 上 高 が 連 結 売 上 高 の 10 ％ 未 満 の た め 、 記 載 を 省 略 し てい る 。

I

Ⅱ

Ⅲ

2,608  10,534  129  13,271  

82,779  

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

海外売上高の割合 (％ )

連結売上高に占める
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リ　 　ー 　　ス　　 取　 　引

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

百万円 百万円

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法

同 左

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法

同 左

5.

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分につい

4.

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

計 1,708

75

ては、利息法によっている。

(3) 支 払 利 息 相 当 額

(2) 減価償却費相当額 642

(1)

3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 3. 支払ﾘｰｽ料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

1,447
機械装置及
び 運 搬 具

2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額 2. 未 経 過 ﾘ ｰ ｽ 料 期 末 残 高 相 当 額

そ の 他 305 131

機械装置及
び 運 搬 具

ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

4,319 2,598

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

期末残高
相当額

1,720

前 期 （ 13.4 ～ 14.3 ）

リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と リ ー ス 物 件 の 所 有 権 が 借 主 に 移 転 す る と

科 目 科 目

認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引 認 め ら れ る も の 以 外 の ﾌ ｧ ｲ ﾅ ﾝ ｽ ・ ﾘ ｰ ｽ 取 引

1. ﾘ ｰ ｽ 物 件 の 取 得 価 額 相 当 額 、 減 価 償 却 1.

当 期 （ 14.4 ～ 15.3 ）

累 計 額 相 当 額 及 び 期 末 残 高 相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料 746 (1)

減価償却費相当額 813

1,170 1,435

支 払 ﾘ ｰ ｽ 料 955

計 2,046

(2)

１ 年 超 １ 年 超

１ 年 内 538 １ 年 内 610

1,578

166

計 4,866 2,979 1,887

そ の 他 547 380

計 4,742 3,164

4,437 2,990

174

5.

95支 払 利 息 相 当 額(3)

4.
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関 連 当 事 者 と の 取 引

該  当  事  項  な  し。

税  　効　  果　  会　  計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金

退職給与引当金損金 算入限度超過額

算入限度超過額

貸倒引当金損金算入

貸倒引当金損金算入 限度超過額

限度超過額

その他有価証券評価差額

その他有価証券評価差額

その他有価証券評価差額 その他有価証券評価差額

固定資産圧縮積立金 固定資産圧縮積立金

投資その他の資産（出資金） 投資その他の資産（出資金）

繰延税金資産の純額 221 繰延税金負債の純額 1,218

繰 延 税 金 負 債 合 計 3,888 繰 延 税 金 負 債 合 計 5,347

3,728

369 557

そ の 他 1 そ の 他 2

3,331

繰延税金負債 繰延税金負債

187 1,059

繰 延 税 金 資 産 小 計 4,324

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,110

評 価 性 引 当 額 △ 214

4 そ の 他 433

繰 延 税 金 資 産 小 計

109

659

固定資産処分損引当金 1,767

当 期 ( 平成15年3月31日現在 ) 前 期

役員退職慰労金引当金

1,105

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,128

( 平成14年3月31日現在 )

1. 1.

繰延税金資産 繰延税金資産

59 742未 払 事 業 税

役員退職慰労金引当金 120

122

固 定 資 産 処 分 損 532

561 282

1,543 税務上の繰越欠損金

未 払 費 用税務上の繰越欠損金

4,553

評 価 性 引 当 額 △ 424

26

そ の 他 499

306未 払 費 用
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有　　　 価　　　 証　　 　券

Ⅰ. 当　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成15年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成15年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,081

合 計 1,081

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

種 類 連結貸借対照表計上額

1,833 △2,603

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

770

債 券 9 9 0

株 式

株 式 2,904 4,125 1,221

2,904

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

0584

1,843

1,265

2,613

5,518

小 計

合 計

△

5,968

770

450

小 計 1,2214,125
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Ⅱ. 前　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成14年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成13年４月１日から平成14年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成14年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

デ　リ　バ　テ　ィ　ブ　取　引

ヘ ッ ジ 会 計 を 適 用 して い る ため 記載 して お り ませ ん 。

1,085

4949

売 却 額

0

そ の 他 12 10 △ 1

債 券

2,992

取得原価を超えないもの

株 式 2,764

連結貸借対照表計上額が

差 額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

種 類 取 得 原 価

小 計

連結貸借対照表計上額

5,756

株 式 2,609 2,077 △ 532

合 計 1,085

784 532

種 類 連結貸借対照表計上額

非上場株式（店頭売買株式を除く）

2,671 2,137

2

売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

小 計

合 計

2,992

5,435 7,894 2,459

2,764 5,756

△ 533
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Ⅰ．当　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．
2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）

（注1）

（注） 1．
2．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％
3.5％

いる。）

15年

9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数理計算上の差異の費用処理額 945

（３） 期 待 運 用 収 益 率
（４） 過 去 勤 務債 務の 額の 処理 年数

9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生
の翌期から費用処理している。）

（６） 会計基準変更時差異の処理年数

（５） 数 理 計 算上 の差 異の 処理 年数

（７） 退 職 給 付 費 用 2,343

14,121

（７） 退職給付引当金（3）＋（4）＋（5）＋（６） △ 3,012
△ 1,497（ 債務の減額 ）

（1） 退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準
（２） 割 引 率

厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。
簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

（４） 461会計基準変更時差異の費用処理額

（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 137

（３） △ 794期 待 運 用 収 益
（２） 977利 息 費 用
（1） 勤 務 費 用 890

厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。
一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異
（６） 未 認 識 過 去 勤 務 債 務

5,533
（３） △ 21,169未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ）
（２） 18,706年 金 資 産
（1） △ 39,876退 職 給 付 債 務

退　　　 職　　　 給　　 　付

採用している退職給付制度

（ 平 成 15 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。
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Ⅱ．前　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．
2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成13年４月１日から平成14年３月31日まで）

（注1）

（注） 1．
2．

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％

4.5％

15年

10年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の

翌期から費用処理している。 ）

（５） 会計基準変更時差異の処理年数

（４） 数 理 計 算上 の差 異の 処理 年数

（２） 割 引 率

（３） 期 待 運 用 収 益 率

厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。
簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

（1） 退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準

（６） 退 職 給 付 費 用 1,682

（５） 数理計算上の差異の費用処理額 302

（４） 会計基準変更時差異の費用処理額 462

（３） 期 待 運 用 収 益 △ 1,101

788

（２） 利 息 費 用 1,230

厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。
一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

（1） 勤 務 費 用

（６） 退 職 給 付 引当 金 （ 3 ） ＋ （ 4 ） ＋ （ 5 ） △ 1,908
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 10,941
（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額 5,994

（３） 未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ） △ 18,843

41,670

（２） 年 金 資 産 22,826

（ 平 成 14 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

（1） 退 職 給 付 債 務 △

採用している退職給付制度
当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。

国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。
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